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長期安定性研究を取り巻く現状

東日本大震災・福島原発事故

超長期にわたって安定した地層を確認することは現状の科学技術では困難。
社会的合意を得るためには，その不確実性が小さいことが必須であり，地層の
安定性に関する研究もさらなる進展が求められる。

高レベル放射性廃棄物の処分について（回答）【日本学術会議；2012年9月】

国民的関心の高まっている地質の長期安定性について，理解の助けとなる知
見の充実や調査技術の高度化等にも取り組んでいくことを期待。

日本原子力研究開発機構の平成２４年度に係る業務の実績に関する評価【文科省；2013年8月】

3.11地震や原発事故の教訓を踏まえ，巨大地震や津波の影響が発生した場
合の影響評価や，複合的な自然現象の影響評価，発生確率が低いとして排除
された事象の影響評価技術の開発を新たに推進。

地層処分基盤研究開発に関する全体計画【地層処分基盤研究開発調整会議；2013年3月】

学際的な協働によって，地震・断層等自然現象の将来予測に関する専門家の
議論において一定の統一見解を導く方法論を提示すべき。

放射性廃棄物地層処分の学際的評価【日本原子力学会；2014年1月】



2地質環境の長期安定性研究検討委員会 第13回（平成27年3月11日）

地層処分の技術的信頼性向上に向けた研究課題

「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価」
（総合資源エネルギー調査会 地層処分技術ＷＧ；H26.5)

【広域的現象の理解に関する研究課題】

火山の分布および地熱活動の評価に反映するための，マグマ成因論に関する
知見の収集およびマントル内の熱対流モデルの評価手法の整備。

繰り返し活動し，変位の規模が大きな断層の評価に反映するための，地形的
に不明瞭な活断層の調査事例の蓄積および調査や評価方法の整備。

隆起量・侵食量の評価に反映するための，地形学的手法や堆積物の年代測
定に基づく評価方法の整備。

天然現象の将来予測を行う上での前提となるﾌﾟﾚｰﾄｼｽﾃﾑの継続性の評価の
ための，ﾌﾟﾚｰﾄｼｽﾃﾑの変遷と地質学的ｲﾍﾞﾝﾄの関係の整理および検討。

深部流体および非火山性熱水の流出の評価に反映するための，深部流体お
よび非火山性熱水に関する形成・移動メカニズム等の調査事例の蓄積。
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地層処分の技術的信頼性向上に向けた研究課題

「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価」
（総合資源エネルギー調査会 地層処分技術ＷＧ；H26.5)

【概要調査以降の調査・評価手法に関する研究課題】

断層の活動性の評価に反映するための，地質断層の再活動性に関する調査
事例および上載法の適用が困難な断層の活動性の評価方法（断層岩や充填
鉱物の年代測定方法）の整備。

断層活動による影響範囲の評価に反映するための，既存の活断層の破砕帯
の分布等の調査事例の蓄積および調査や評価方法の整備。

表層付近の酸化帯分布の評価に反映するための，表層付近の酸化帯に関す
る調査事例の蓄積。

地震活動の評価に反映するための，東北地方太平洋沖地震後に誘発された
地震や湧水（たとえば，2011年4月11日の福島県浜通り地震）に関する調査
事例の蓄積。

地下水の動きが緩慢であることを評価するための地下水年代測定などの技術
の確保や調査事例の蓄積。
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第2期中期計画の進捗状況（その１）

研究課題 目的・概要（調査技術の開発・体系化） 進捗状況（主な成果）

変動地形が明瞭でな
い活断層に係る調査
技術

変動地形が明瞭でない活断層の存否を確認
するため，断層ガスの主成分・同位体組成等
を指標とした調査技術を提示する。

地下水中の溶存ガスのﾍﾘｳﾑ同位体比
（3He/4He比）が活断層（特に，横ずれ断層）
の検出に有効。

断層の発達段階の
評価に係る調査技術

活断層からの離間距離を適切に設定するた
め，それぞれの断層の発達段階を明らかにす
るための調査・評価技術を提示する。

断層ﾊﾟﾗﾒｰﾀの多変量解析による発達段階
の定量化を試みたが，顕著な傾向は認められ
なかった。

地下で遭遇した断層
の活動性に係る調査
技術

上載地層法の適用が困難な地下で遭遇した
断層等の活動性を把握するため，断層岩や
充填物質等を用いた調査技術を提示する。

断層岩に含まれる自生粘土鉱物のK-Ar年代，
ｱﾊﾟﾀｲﾄのFT年代等による活動性の評価を試
みた。⇒断層の変位マーカーとなる鉱物脈の
年代値に基づく評価

地殻内の震源断層
に係る調査技術

地下深部における震源断層や高温流体等の
存否を確認するため，地球物理学的アプロー
チによる調査技術を提示する。

地殻浅所構造を考慮した震源再決定，三次
元比抵抗構造解析，深部S波トモグラフィー等
の要素技術を開発。⇒これらを統合した実用
化研究（地殻構造の不均質性，深部流体の
検出）および長期ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ技術開発

内陸部の隆起・侵食
速度の算出に係る
調査技術

宇宙線生成核種（TCN）による削剥速度，旧
河谷堆積物の編年とその標高に基づく隆起
速度等の調査技術を提示する。

旧河谷堆積物の編年は困難。TCNによる削
剥速度については，深度方向への宇宙線強
度の減衰から推定可能。

5地質環境の長期安定性研究検討委員会 第13回（平成27年3月11日）

研究課題 目的・概要（長期予測・影響評価モデルの開発） 進捗状況（主な成果）

地形変化シミュレー
ション技術の高度化

将来十万年程度の広域的な地形変化を把握す
るための基盤となるシミュレーション技術の高度
化を図る。

約十万年前の古地形を復元し，そこを起
点とする地形ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによって現在の
地形を概ね再現した。

断層運動に伴う地下
水流動系の変化に
関する評価技術

サイトの近傍での断層運動や海溝型地震の発生
によって生じる地下水流動系の変化を評価する
ための手法を提示する。

断層運動に伴う体積歪のｼﾐｭﾚｰｼｮﾝに
基づく地下水位の変化幅を予測するとと
もに実際の観測値による検証を行った。
⇒3.11以降のいわき周辺の群発地震や
異常湧水等，稀頻度自然現象に伴う地
質環境の影響に関する評価手法の開発。

超長期における予
測・評価手法に関す
る検討

より長期の変動シナリオを考慮した安全評価に
反映するため，外挿法や確率論等の既存の予
測・評価に伴う不確実性を検討する。

山地発達モデルによる将来の地形の予
測・評価に伴う不確実性について検討。
新規火山等の発生の確率モデルの開発。

古水理地質学的ｱﾌﾟﾛｰ
ﾁによる地質環境の変
化の予測・評価手法の
開発

過去から現在までの地下水の流れや水質の変
化を復元するための一連の調査・評価・解析手
法を提示する。

実施中。⇒古地形・地質の復元およびそ
れに基づく地下水理・水質の変動幅を評
価するための一連の手法の開発。

年代測定技術の開発 進捗状況（主な成果）

•加速器質量分析装置を用いた宇宙線生成核種年代測定法
•四重極型質量分析計などを用いた(U-Th)/He年代測定法
•希ガス質量分析計などを用いたK-Ar年代測定法
•高分解能のテフラ同定手法

石英10Be年代，ｼﾞﾙｺﾝ･ｱﾊﾟﾀｲﾄ（U-Th）
/He年代，ｲﾗｲﾄK-Ar年代等の実用化。
⇒地下水（36Cl,希ｶﾞｽ），炭酸塩鉱物（U-
Pb, U-Th），堆積物（OSL，ESR）等

第2期中期計画の進捗状況（その２）
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 坑道で遭遇したような上載地層法が用いられない断層の活動性
 地すべりに伴うノンテクトニック断層の判定 等

 地殻構造の不均質性や深部流体等の検出
 処分場閉鎖後の長期（～300年）モニタリング技術 等

 巨大海溝型地震による沿岸域での地質断層の再活動，地下水の異常湧出
 断層の伸展に伴う地質環境の変化（深部流体（熱水）の上昇，表層水の混入） 等

 測地学的ｽｹｰﾙと地形・地質学的ｽｹｰﾙの変動速度の矛盾
１０万年を超えるような超長期の予測技術の整備
 モデルの高度化（可視化・数値化）による予測に対する信頼性の向上 等

次期計画（H27～33）への取組み

① 断層の活動性に係る評価技術

② 地殻構造の高空間分解能イメージング技術

③ 稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術

④ 時間スケールに応じた地圏環境変動の予測技術

 坑道で遭遇したような上載地層法が用いられない断層の活動性
 地すべりに伴うノンテクトニック断層の判定 等

 未成熟な震源断層や深部流体等に関連する地殻の不均質構造の検出
 処分場閉鎖後の長期（～300年）モニタリング技術 等

 巨大海溝型地震による沿岸域での群発地震，地下水の異常湧出
 その他地質イベント等に伴う地質環境の変化 等

１０万年を超えるような超長期の予測技術の整備
 モデルの高度化（可視化・数値化）による予測に対する信頼性の向上 等

自然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価する技術を，地球年代学に
係る最先端の施設・設備も活用しつつ整備する。

機構の改革計画に基づく「地層処分技術に関する研究開発」報告書
－今後の研究課題について－（平成26年9月30日）
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⑤ 年代測定技術の開発

1） ウラン系列年代測定法の実用化

2） 光ルミネッセンス年代測定法の実用化

3） アルミニウム-26，塩素-36年代測定法の実用化

4） 希ガス同位体を用いた地下水年代測定法の実用化

5） 高分解能テフラ同定手法の開発

次期計画（H27～33）への取組み

 断層の変位マーカーとなるような鉱物脈（カルサイト等）の年代決定
 過去から現在までの地下水の酸化還元環境の時間変化 等

 後背地解析による山地の形成時期
 河成段丘堆積物の年代決定による内陸部の隆起速度 等

 アルミニウム26による岩石の露出年代（ベリリウム10との組み合わせ）
 塩素36による地下水の滞留時間 等

 ヘリウム4，ネオン21，アルゴン40による地下水の滞留時間 等

 石英，長石等のルミネッセンス信号特性を利用したテフラ同定
 テフラ粒子の直接年代測定 等


